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①川崎市の世帯数・人口の推移 ⑥総世帯数と世帯類型別構成の動向 ①市内の主要都市拠点と交通ネットワーク

②川崎市の将来人口 ⑦高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の動向 ②主要企業と研究開発機関の立地状況

③川崎区の将来人口 ⑧年齢別人口構成・人口増加率 ③グリーンイノベーションの推進

④幸区の将来人口 ④ウェルフェアイノベーションの推進

⑤中原区の将来人口 ３．財政状況 ⑤ライフイノベーションの推進

⑥高津区の将来人口 ①歳出の現状 ⑥港湾物流拠点としての川崎港

⑦宮前区の将来人口 ②歳出総額の推移 ⑦文化資源やスポーツ資源の活用(1)

⑧多摩区の将来人口 ③扶助費の推移 ⑧文化資源やスポーツ資源の活用(2)

⑨麻生区の将来人口 ④経常収支比率の推移 ⑨市内に立地する大学との連携・交流

⑤中長期の財政収支推計（一般財源ベース）

２．人口移動と世帯 ⑥行財政改革(1)

①周辺市町村との転出入動向（全年齢） ⑦行財政改革(2)

②川崎市の転入・転出状況 ⑧人口10万人当たり施設数の比較

③全区及び区別の年齢階層別転出入動向 ⑨公共建築物の総床面積の変遷

④市内の居住年数の推移 ⑩公共建築物の老朽化

⑪公共建築物の修繕・更新の見通し

本資料の位置づけ・構成

本資料の位置づけ

本資料は、本市の新たな総合計画策定のための基礎的な資料として、市の概況を
各種データを用いて示したものである。

本資料の構成

本資料は、以下の５項目で構成される。
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1.人口①

川崎市における人口動態の長期推移（自然動態・社会動態別）

本市の人口は、全国的には人口減少社会に転換するなかでも引き続き増加を続けており、

平成26年10月1日現在では、146万人を突破している。

注：自然動態、社会動態は、各年1月1日～12月31日の期間における動態を指す。
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1.人口②

川崎市の将来人口

中期的には少子高齢化が進行し、人口減少へ転換する。
人口のピークは２０３０年の１５２．２万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約２．１倍に増加する。

一方、生産年齢人口は同期間で、約２２％減少する。

１５歳未満の年少人口は２０１５年をピークに減少へ転換する。

川崎市の将来人口推計

152.2万人（万人）

19.1

100.2

49.8
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1.人口③

川崎区の将来人口

人口のピークは２０２５年の２２．６万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約１．５倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１５年をピークに減少に転換、生産年齢人口は２０１０年をピークに、
減少が始まっている。

（万人）
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1.人口④

幸区の将来人口

人口のピークは２０３０年の１６．７万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約１．７倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１５年、生産年齢人口は２０３０年をピークに、減少に転換する。

（万人）
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1.人口⑤

中原区の将来人口

人口のピークは２０３５年の２７．４万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約３．０倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０２０年、生産年齢人口は２０２５年をピークに、減少に転換する。

（万人）
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1.人口⑥

高津区の将来人口

人口のピークは２０３５年の２４．１万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約２．５倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１５年、生産年齢人口は２０３０年をピークに、減少に転換する。

（万人）
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1.人口⑦

宮前区の将来人口

人口のピークは２０３０年の２２．９万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約２．１倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１０年、生産年齢人口は２０１０年をピークに、減少が始まっている。

（万人）
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1.人口⑧

多摩区の将来人口

人口のピークは２０１５年の２１．４万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約２．０倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１０年、生産年齢人口は２０１０年をピークに、減少が始まっている。

（万人）

10



1.人口⑨

麻生区の将来人口

人口のピークは２０３０年の１８．０万人、その後は人口減少へ転換する。

６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年からの４０年間で、約１．９倍に増加する。

１５歳未満の年少人口は２０１５年をピークに減少に転換、生産年齢人口は２０１０年をピークに、
減少が始まっている。

（万人）
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人口の要点

本市の人口は、全国で見れば人口減少社会に転換するなかでも引き続き
増加を続けており、平成26年9月1日現在で146万人を突破した。

本市の将来人口推計では、全市の人口は２０３０年の１５２．２万人でピーク
を迎えその後は減少に転ずる。６５歳以上の高齢者の人口は２０１０年から
の４０年間で約２．１倍に増加、１５歳未満の年少人口は２０１５年をピークに
減少へ転換し、少子高齢化が進行すると見込まれている。

区別の将来人口推計では、区ごとに人口のピーク時期が異なっており、
中原区や高津区など、2035年まで人口増加の傾向が続く区がある一方、多
摩区では2015年にも人口減少が始まると見込まれている。
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川崎市

大田区
878

世田谷区

297 

調布市
106 

狛江市

△95 

稲城市
△199 

多摩市
△289 

町田市
△105 

鶴見区
△519 

港北区
△424 

都筑区
△42 

青葉区
△165 

東京都区部（隣接区以外）

 △79

東京都市部（隣接市以外）

465

横浜市（隣接区以外）

352

神奈川県（横浜市以外）

474

3,414
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2,339 
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1,956 980 
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単位：人

△は転出超過

3,962 

3,665 
444 

539 
616 

510 

1,260 

1,365 

378 
667 527 

726 

6,066 
5,714 

5,846 
5,372 

11,688 

11,767 

3,563 
3,098 

2.人口移動と世帯①

周辺市町村との転出入動向（全年齢、平成25年）

本市の周辺市町村と転出入の関係は、隣接市区を中心に東京都区部、横浜市との間で多
くなっており、大田区や世田谷区などの北側の隣接市区に対しては転入超過が多い一方、
横浜北部・町田市などの南側の隣接市区に対しては転出超過が多くなっている。

出典：川崎市資料
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2.人口移動と世帯②

川崎市の転入・転出状況

政令指定都市の中で、川崎市は転入率、転出率ともに大阪市に次いで高い水準となって
おり、流動性が高い人口動態特性を有しているといえる。

出典：平成２４年版大都
市比較統計年表から見
た川崎市

(％) (％) (％)

社 会 増 加 比 率 転 入 率 転 出 率

1札 幌 市 0.95 1大 阪 市 6.56 1大 阪 市 6.14

2仙 台 市 0.88 2川 崎 市 5.72 2川 崎 市 5.39

3福 岡 市 0.63 3広 島 市 5.39 3広 島 市 5.22

4大 阪 市 0.42 4福 岡 市 5.23 4熊 本 市 4.93

5東 京 都 区 部 0.41 5熊 本 市 5.11 5福 岡 市 4.53

6さ い た ま 市 0.35 6仙 台 市 4.78 6千 葉 市 4.09

7岡 山 市 0.28 7さ い た ま 市 4.46 7さ い た ま 市 4.07

8川 崎 市 0.27 8千 葉 市 4.16 8仙 台 市 3.89

9熊 本 市 0.18 9名 古 屋 市 4.04 9相 模 原 市 3.88

10京 都 市 0.16 10相 模 原 市 3.81 10名 古 屋 市 3.87

11横 浜 市 0.09 11横 浜 市 3.73 11横 浜 市 3.73

11広 島 市 0.09 12岡 山 市 3.49 12京 都 市 3.24

13新 潟 市 0.08 13京 都 市 3.40 13岡 山 市 3.16

14名 古 屋 市 0.05 14札 幌 市 3.39 14神 戸 市 3.12

15堺 市 0.03 15東 京 都 区 部 3.33 15堺 市 3.00

16神 戸 市 △ 0.02 16神 戸 市 3.21 16札 幌 市 2.95

17静 岡 市 △ 0.04 17堺 市 3.07 17東 京 都 区 部 2.84

17相 模 原 市 △ 0.04 18静 岡 市 2.71 18北 九 州 市 2.75

19千 葉 市 △ 0.07 19北 九 州 市 2.69 19浜 松 市 2.71

20北 九 州 市 △ 0.08 20浜 松 市 2.60 20静 岡 市 2.69

21浜 松 市 △ 0.32 21新 潟 市 2.37 21新 潟 市 2.29

平 均 0.20 平 均 3.96 平 均 3.74

平成24年、社会増加数(転入数－転出数＋
その他増減)÷人口（平成24年10月１日現
在）×100

平成24年
転入数÷人口（平成24年10月１日現在）
×100

平成24年
転出数÷人口（平成24年10月１日現在）
×100
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2.人口移動と世帯③

全区及び区別の年齢階層別転出入動向

川崎市全体では転出、転入とも20歳代後半を中心に20～30歳代で多くなっている。また転
入超過は15～29歳に概ね集中しており、20歳代で特に高い。各区とも同様に20歳代の転
入超過率が高く、中原区の20歳代の転入超過率が特に高い。

出典：川崎市の人口動態
―平成25年―より作成

年齢区分 全市 川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

   0  ～   4歳 -0.08% 0.04% -0.11% -0.14% -0.18% -0.04% -0.18% 0.07%

   5  ～   9 -0.02% -0.01% -0.03% -0.05% -0.03% 0.00% -0.05% 0.06%

  10  ～  14 0.00% 0.00% -0.01% 0.01% -0.02% -0.01% 0.01% 0.04%

  15  ～  19 0.11% 0.17% 0.06% 0.09% 0.07% 0.04% 0.18% 0.14%

  20  ～  24 0.37% 0.35% 0.30% 0.73% 0.42% 0.18% 0.45% 0.03%

  25  ～  29 0.23% 0.18% 0.32% 0.73% 0.26% -0.01% 0.10% -0.02%

  30  ～  34 0.06% 0.22% 0.07% 0.07% -0.02% 0.10% -0.16% 0.14%

  35  ～  39 -0.02% 0.12% 0.05% -0.03% -0.12% -0.01% -0.14% 0.04%

  40  ～  44 -0.02% 0.12% -0.06% -0.05% -0.09% -0.03% -0.06% 0.04%

  45  ～  49 0.00% 0.05% 0.02% 0.01% -0.05% -0.05% -0.02% 0.06%

  50  ～  54 0.00% 0.07% 0.00% 0.01% -0.02% -0.02% -0.01% -0.01%

  55  ～  59 -0.01% 0.03% -0.01% 0.00% -0.01% -0.01% -0.05% -0.02%

  60  ～  64 -0.02% 0.02% -0.04% -0.03% -0.04% -0.01% -0.03% -0.02%

  65  ～  69 -0.01% 0.01% 0.00% 0.00% -0.01% -0.01% 0.00% -0.02%

  70  ～  74 -0.01% -0.01% 0.00% -0.01% 0.01% 0.00% -0.01% 0.00%

  75  ～  79 0.00% -0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.01%

  80  ～  84 0.00% -0.01% 0.01% 0.01% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01%

  85  ～  89 0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01% 0.01% 0.02%

  90 歳 以 上 0.00% 0.00% -0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01%

注：平成25年１年間の転入超過数を平成25年１月時点の人口で除した割合。
青いセルは0.1％以上、赤いセルは-0.1％以上の区分を示している。

転出入数（全市、平成25年）
全市及び各区の転入超過数（平成25年）
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2.人口移動と世帯④

市内の居住年数の推移

居住年数は、10 年前（平成15 年度）と比較すると、＜長期居住者＞は、27.4％か
ら35.1％へ7.7 ポイント増加し、「３年未満」は、20.0％から15.3％へと4.7 ポイント
減少している。

出典：平成25年度かわさき市民アンケート

H5  H6  H7  H8 H9  H10  H11  H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18H19 H20 H21 H22H23 H24 H25  
’93 ’94 ’95  ’96 ’97   ’98   ’99    ’00   ’01   ’02  ’03  ’04   ’05   ’06  ’07   ’08  ’09   ’10  ’11  ’12  ’13
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2.人口移動と世帯⑤

市民の定住意向

「これからも住んでい
たい」は、平成25 年度
７割を超え、

「できれば市内の他の
区へ移りたい」を合わ
せた市内在住意向は
75.9％となっている。

出典：平成25年度かわさき市民アンケート

(2004)

(2013)
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2.人口移動と世帯⑥

総世帯数と世帯類型別構成の動向

世帯構成を見ると、世帯類型では、夫婦と子供から成る世帯比率が低下する一方、夫
婦のみ及び単独世帯の比率が高まり、１世帯当たり人員が減少、世帯数が増加してい
る。特に単身世帯の比率は全世帯の４割を超えるまでに上昇している。

出典：国勢調査より作成

2.68

2.51

2.37

2.29

2.20

2.13
(2010)

(1985)
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2.人口移動と世帯⑦

高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の動向

本市においても高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の比率は高まっているが、大都市の中では
高齢夫婦世帯は最も低く、高齢単身世帯も仙台市に次いで低い水準に留まっている。

出典：国勢調査より作成
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高齢単身世帯の大都市比較（2010年）

高齢単身世帯数 一般世帯総数に対する比率
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注：高齢夫婦世帯：夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみ世帯
％値は一般世帯総数に対する比率

注：高齢単身世帯：年齢65歳以上の単身世帯
％値は一般世帯総数に対する比率
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15～64歳

62.1%

15～64歳

68.6%

65歳以上

25.1%

65歳以上

18.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

川崎市

2.人口移動と世帯⑧

年齢別人口構成・人口増加率

他の政令指定都市と比較すると、人口増加率、生産年齢人口比率ともトップの水準であり、
こうした本市の強みを活かしつつ、人口減少を見据えて施策を進めていく必要がある。

年齢構成からみる人口

出典：川崎市年 別人口－平成25年10月1日－

生産年齢人口の割合は
大都市中 １位

老齢人口の割合は
大都市中 最も低い

政令指定都市の10年間の人口増加率

平成12年、22年国勢調査に基づき川崎市が算定

出典：各府県市平成25年10月1日現在及び平成15年10月1日現在推計人口

（%）

なお、さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、京都市、堺市、岡山市、
広島市及び熊本市は、合併・編入の影響を除くため現在の市域における人口で計算し
ています。

本市の直近5年における人口増加率の順位及び人口増加率（％）

平成21年 1位(1.22) 平成22年 2位(1.10) 平成23年 5位(0.35)

平成24年 3位(0.61) 平成25年 4位(0.63)
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人口移動と世帯の要点

川崎市は、政令指定都市の中でも転出入率ともに高く、流動性が高く、20歳
代の移動が特に多い。

一方で、以前に比べて市民の定住意向は着実に高まっている。

単身世帯は全世帯の４割を超えているが、大都市の中では高齢夫婦世帯は
最も低く、高齢単身世帯も仙台市に次いで低い水準に留まっている。

他の政令指定都市と比較すると、人口増加率、生産年齢人口比率ともトップ
の水準であり、こうした本市の強みを活かしつつ、人口減少を見据えて
施策を進めていく必要がある。

21

3.財政状況①

歳出の現状

本市歳出の現状としては、高齢者の増加、少子化や女性の社会進出などに対応するた
め、予算における福祉分野・子育てへの配分が歳出の４割を占めている。

保健・医療・福祉

の充実に

1,695億円 27.5%

道路・公園緑地

・河川・下水道

の整備と安全な

まちづくりに

938億円

15.2%
子育ての支援に

930億円

15.1%

学校教育と

生涯学習に

521億円

8.4%

地域経済の発展に

367億円

6.0%

計画的なまちづくりに

342億円 5.5%

行政運営に

308億円

5.0%

環境・

リサイクルに

276億円

4.5%

区政の振興に

180億円

2.9%

港湾の整備に

165億円

2.7%

共生と参加の

まちづくりに

96億円

1.5%

交通・水道の

経営安定に

19億円 0.3%

その他

333億円

5.4%

歳出総額

６，１７１億円

（１００％）

【平成26年度一般会計予算】

合計42.6％
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3.財政状況②

歳出総額の推移

今後、景気の回復等により一定の市税収入の増が見込まれるものの、扶助費の増加によ
り歳出総額が増加傾向にあり、財政状況の悪化が懸念される。

市税収入額と歳出総額の推移（普通会計決算）

5,189 

5,725 

5,740 

5,995 

5,756 

5,671 
5,795 

2,897 2,938 2,852 

2,820 

2,871 2,852 
2,890 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

平成19年
2007

平成20年
2008

平成21年
2009

平成22年
2010

平成23年
2011

平成24年
2012

平成25年
2013

歳出総額

市税収入額

（億円）
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905 936 

1,029 
1,291 

1,371 1,409 1,455 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成19年
2007

平成20年
2008

平成21年
2009

平成22年
2010

平成23年
2011

平成24年
2012

平成25年
2013

3.財政状況③

扶助費の推移

扶助費は年々増加し、６年前と比較して約1.5倍になっている。
生活保護費は、高齢化の進行や、厳しい社会経済状況が原因で年々増加している。

児童福祉費も、保育需要の高まりなどから年々増加している。

社会福祉費も増加傾向にある。

扶助費の推移（普通会計決算）（億円）

扶助費合計

生活保護費

児童福祉費 社会福祉費

その他
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88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

平成19年
2007

平成20年
2008

平成21年
2009

平成22年
2010

平成23年
2011

平成24年
2012

横浜市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

政令指定都市平均

全国平均

川崎市

3.財政状況④

経常収支比率の推移

市の経常収支比率は急激に上昇し、財政の柔軟性が急速に低下している。

（％） 五大都市と川崎市の経常収支比率の推移

年度

出典：総務省 地方公共団体の主要財政指標一覧（平成19年度～24年度）より作成

川崎市
99.4％
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3.財政状況⑤

中長期の財政収支推計（一般財源ベース）

今後の収支見通しでは、社会保障関係経費の増加などから、多大な収支不足が見込まれ
ている。

出典：平成２６(２０１４)年８月公表「財政収支の中長期推計」より「経済再生ケースA①」を抜粋

（単位：億円）

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

3,462 3,393 3,431 3,520 3,542 3,603 3,666 3,706 3,773 3,842 3,883

市税 2,922 2,936 2,958 3,016 3,050 3,105 3,163 3,198 3,259 3,323 3,358

その他 540 457 473 504 492 498 503 508 514 519 525

3,462 3,587 3,676 3,709 3,760 3,773 3,824 3,849 3,892 3,946 3,976

人件費 808 808 834 827 819 821 823 816 808 804 808

扶助費 565 587 604 622 632 642 652 663 673 684 696

公債費 679 698 702 694 723 703 720 721 731 758 751

投資的経費 136 176 183 171 171 171 171 171 171 171 171

その他経費 1,274 1,318 1,353 1,395 1,415 1,436 1,458 1,478 1,509 1,529 1,550

0 -194 -245 -189 -218 -170 -158 -143 -119 -104 -93

歳入計　a

歳出計　ｂ

収支額　ｃ=a-b
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■「一般管理」部門

■「保育所」部門 ■「清掃」部門

3.財政状況⑥

行財政改革(1)

これまで取り組んできた行財政改革により、総務・企画・税務・土木などの「一般管理」部門
については、12都市（※）の平均値を下回っているが、「保育所」「清掃」部門については、
いまだに平均値を大きく上回っている。

【人口1,000人当たり職員数】
※12都市：2003年3月以前から指定都市だった12都市

2.0
2.2
2.4
2.6
2.8
3.0

‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13

（人）

川崎市 平均値

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13

（人）

川崎市 平均値

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13

（人）

川崎市 平均値

27

3.財政状況⑦

行財政改革(2)
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業務の委託化や指定管理者制度の導入等、これまでの改革の取組により約3,000人の
職員数を削減するなど、大きな財政効果を上げてきた。

一方で、増大・多様化する行政需要への対応のため、事務や市民サービス等は拡大傾
向にあることから、引き続き民間活力の導入を推進するとともに、新たな取組として、
「行政コストの見える化」等を通じ、既存の事務事業全般にわたる見直しを進めていく。
⇒３Ｄ改革（「だれもが」「どこでも」「できることから」）の推進

※一般職員にかかる人件費のうち「退職手当」や「共済費」 などを除いた「基本給」と「その他の手当」の合計額。

一般会計人件費のうち
職員給（※）の推移
【単位：億円】

職員数の推移
【単位：人】

3,045人
（18.9%）
削減

266億円
（28.8%）
削減

(2014)(2002) (2002) (2014)
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3.財政状況⑧

人口10万人当たり施設数の比較

市民一人当たりで見た公共施設数は、保育所などの児童関連施設や高齢者関連施設な
どの一部施設を除き、他の政令指定都市と比較して低い水準を維持している。

出典：かわさき資産マネジメントカルテ

本市と他政令市における「人口10万人あたり公設施設数」比較

29

3.財政状況⑨

公共建築物の総床面積の変遷

大規模住宅開発等に伴う子育て世代流入による小中学校の増加や市営住宅の大規模化
などにより、公共建築物の総床面積は増加傾向にある。

出典：かわさき資産マネジメントカルテ

本市公共建築物床面積の変遷

(平成15年) (平成24年)
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20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

～1950 1956 1962 1968 1974 1980 1986 1992 1998 2004 2010

(㎡)

（年）

新耐震基準

（1982年以降と仮定）

2,305千㎡（63.7％）

旧耐震基準等

（1981年以前と仮定）

1,314千㎡（36.3％）

築30年以上
1,615千㎡
44.6％

築20

～29年

939千㎡
26.0％

築10

～19年

634千㎡
17.5％

10年後には70.6％が築30年以上

築9年

以下

431千㎡
11.9％

3.財政状況⑩

公共建築物の老朽化

１０年後には公共建築物の約７割が築３０年以上となるなど、施設の老朽化が進行してい
る。今後、全ての施設を建て替えで対応するとなれば、多大な財政負担が見込まれる。

公共建築物の建築年別延床面積

※企業会計施設を除く 出典：「かわさき資産マネジメントカルテ」を時点修正
(昭和25年) (平成22年)
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3.財政状況⑪

公共建築物の修繕・更新の見通し

出典：かわさき資産マネジメントカルテ

0

500
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1500

2000

2500

3000

2014～2018年度 2019～2023年度 2024～2028年度 2029～2033年度(億円)

修繕費 更新費 過年度事業費（５か年度平均）

20年間平均 255/年度

239/年度258/年度
276/年度

245/年度

366/年度

全公共建築物について長寿命化に
配慮することで、過去５年分の平均
事業費を下回ることが可能である。

持続可能なまちとしていくために
は、施設の長寿命化をはじめ、資産
保有の最適化など、適切な資産マ
ネジメントを行っていく必要がある。

全施設について長寿命化した場合の
公共建築物の修繕費・更新費の

将来見通し

600

500

400

300

200

100

過去５年分の平均事業費
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財政状況の要点

本市の財政状況は、高齢者の増加や少子化、女性の社会進出などによ
り、扶助費が増加し、経常収支比率が上昇しており、財政の柔軟性が急
激に低下している。

増大・多様化する行政需要への対応のため、引き続き民間活力の導入を
推進するとともに、新たな取組として、「行政コストの見える化」等を
通じ、既存の事務事業全般にわたる見直しを進めていく必要がある。

他の政令指定都市と比較して、公共施設の施設数は低い水準にあるもの
の、人口増加などにより総面積は増加傾向にあり、また、公共施設の老
朽化も進行しているため、今後、施設の長寿命化をはじめ、資産保有の最
適化などの適切な資産マネジメントが必要である。
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4.市の魅力と地域資源①

市内の主要都市拠点と交通ネットワーク

市内には充実した鉄道網とその結節点に多様な都市拠点が形成されているほか、羽田空
港に近接し、広域的な交通利便性にも恵まれている。
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4.市の魅力と地域資源②

主要企業と研究開発機関の立地状況

200以上の研究開発機関が立地し、研究者・技術者が集結しており、産業振興・イノベー
ションを推進する基盤がある。

東芝ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
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4.市の魅力と地域資源③

グリーンイノベーションの推進

強みである環境技術・産業を活かし、革新的技術の開発・普及に向けた取組、環境配慮行
動が市民生活等に浸透する経済・社会のグリーン化が進められている。

商店街エコ化プロジェクトモデル商店街
《北谷町通り商店会(中原区北谷町)》
《登戸東通り商店会(多摩区登戸)》 など11団体 LED

扇島風力発電所

環境総合研究所

地中熱利用システム

東京ガス中原ビル（ソーラークーリングシステム）

【ＣＣかわさきエネルギーパーク】
○市内全域を「エネルギーパーク」として位置づけ、最先端の環境エネルギー技術の集積
を国内外に発信するとともに、市民・事業者のエネルギーへの理解の向上を図る。
○資源エネルギー庁「次世代エネルギーパーク」として、２０１１年２月に認定

区役所太陽光発電
（中原区、高津区、宮前区、

多摩区、麻生区）

【かわさき環境ショーウィンドウ事業】
○省エネ・創エネ関連製品の普及促進を目指し
て、「見える化」したモデル事業により、川崎市全
体を環境技術でショーケース化

市地球温暖化防止活動推進センター
ＣＣかわさき交流コーナー
《高津市民館内》

鷺沼発電所
（マイクロ水力発電）

地中熱利用システム
（南河原・菅生・玉川
こども文化センター）

聖マリアンナ医科大学
エネルギーセンター

（天然ガスコジェネシステム）

太陽光発電・LED等の創エネ・省エネ設備の導入
（川崎駅東口駅前広場）

照明ＬＥＤ化等モデル事業（市役所庁舎）
水和物スラリ空調システム（川崎地下街アゼリア）

大規模太陽光発電所
（浮島）

廃プラスチックアンモニア原料化施設
ＰＥＴボトルｔｏＰＥＴボトルリサイクル施設

川崎天然ガス発電所
川崎バイオマス発電所

東日本旅客鉄道川崎発電所

東京電力川崎火力発電所
（高効率天然ガス発電）
川崎スチームネット
（火力発電所の蒸気熱を周辺企
業に供給）

ジェネックス水江発電所
川崎クリーンパワー発電所
大型リチウムイオン電池の製造

（エリーパワー）

難再生古紙リサイクル施設
廃プラスチック高炉還元施設
廃家電リサイクル施設
ペットボトルリサイクル施設

廃プラスチック製コンクリート型枠用パネル製造施設

ＮＥＣ玉川ルネッサンスシティ
（天然ガスコジェネシステムほか）

新型シャフト炉

江ヶ崎発電所
（マイクロ水力発電）

かわさきエコ暮らし未来館
啓発・情報発信拠点

廃棄物を有効利用
したセメント製造施設

東京電力東扇島火力発電所

大規模太陽光発
電所（扇島）

公共施設における太陽光発電
《中原・高津・宮前・多摩・麻生区役所》
《日吉合同庁舎》
《西丸子小学校ほか45校》
《井田・多摩病院》
《多摩スポーツセンター》 など

環境改善・エネルギー活用
・資源循環を柱とした
入江崎水処理センター
高度処理施設

凡 例

エネルギー関連施設

資源循環施設

普及啓発施設等

浮島処理センター
（廃棄物発電施設）

橘処理センター
（廃棄物発電施設）

川崎国際環境技術展
《於:とどろきアリーナ》

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

王禅寺処理センター
（廃棄物発電施設）

海底トンネルを活用した蒸気ボイラー統廃合による省エネルギー
（昭和電工㈱川崎事業所）
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4.市の魅力と地域資源④

ウェルフェアイノベーションの推進

福祉・介護産業の振興及び育成するため、先導的に本市が実施してきた取組をより一層
発展、拡大することで次世代の川崎の活力を生み出すとともに、望ましい新たな社会シス
テムを構築が進められている。

福祉・介護ロボットや
介護予防製品の創出
の促進

ＩＣＴを活用した新たな
サービスの構築

介護従事者の負担軽減に
繋がる製品等の福祉施設で
の活用の促進

○ウェルフェア・イノベーションの推進による新たな取組

・ＫＩＳ認証事業 ・福祉製品創出支援事業 ・販路拡大モデル事業

・アジアへの事業展開

かわさき基準による福祉製品の認証等 福祉製品の開発補助、
アイディアコンテストの実施等

・ＫＩＳモデルエリア事業

商業施設や百貨店での販売拠点づくり等

福祉製品の中国など海外への製品紹介等ＮＰＯや商店街と連携した
各区における普及促進の実施等

・ＫＩＳ普及、販路開拓事業

かわさき福祉開発支援センターの開設、
認知度向上キャンペーンの実施等

新たな福祉製品によ
る高齢者・障害者等
の雇用の拡大

活用に
よる

相乗効果

ウェルフェア・イノベーション
推進計画の策定

ウェルフェア・イノベーション
プラットホームの構築

活用に
よる

相乗効果
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4.市の魅力と地域資源⑤

ライフイノベーションの推進

羽田空港の対岸に位置する「ＫＩＮＧ ＳＫＹＦＲＯＮＴ」（約40ha）を中核として、革新的医薬
品・医療機器の開発・製造と健康関連産業の創出が進められている。

川崎を含む東京圏が国家戦略特区に指定され、今後、国主導の規制緩和、税制・金融
支援措置により、ビジネスや研究開発のしやすい環境整備を推進していく。

・再生医療による脊椎損傷やアルツハイ

マー治療などの先端医療の実現を目指す

＜第１段階整備＞・・・①

NOGマウス／ヒト化マウス コモンマーモセット

「ｎature」
2009.5.28号

実中研 再生医療・
新薬開発センター
平成23年7月運営開始

川崎生命科学・環境研究
センター（ＬｉＳＥ）
平成25年3月運営開始

(仮称)ものづくりナノ医療
イノベーションセンター
平成26年度 竣工予定
平成27年4月運用開始予定

ジョンソン・エンド・
ジョンソン㈱
東京サイエンスセンター
平成26年度8月
運営開始

神奈川県ライフイノベー
ションセンター（仮称）
平成28年度運営開始予定

国立医薬品食品衛生研究所
平成28年度 竣工予定

クリエートメディック（株）

平成28年度 竣工予定

落札：大和ハウス工業（株）

平成26年6月30日譲渡契約締結

落札：富士フイルムRIファーマ㈱
平成2６年８月1８日
土地譲渡契約締結

落札：サイバーダイン㈱
平成2６年10月８日
土地譲渡契約締結

(公社)日本アイソトープ協会

平成28年度
竣工予定
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4.市の魅力と地域資源⑥

港湾物流拠点としての川崎港

京浜港（川崎港、東京港、横浜港）は国内有数の冷凍・冷蔵倉庫群を有しており、近年では
中国との新航路が開設されるなど、日本の主要港湾として大きく発展している。

東扇島内には物流倉庫が多数立地。特に冷凍・冷蔵倉庫
の保管能力は約９０万トンに達し、国内随一の集積を誇る。

東扇島物流倉庫群

【ｺﾝﾃﾅ貨物】約3万7千TEU

【在来貨物】約33万4千トン
約8億7千万円

約2,400人

平成24年５月から、青島港との中国航路が開設。
10月は上海港、平成25年3月は深セン港との航路も開設。
現在この航路は合併し、上海華南航路として運航中。

効果

今後増大するアジアの輸入貨物の取扱拠点機能を担う

新航路の開設
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4.市の魅力と地域資源⑦

文化資源やスポーツ資源の活用(1)

「音楽のまち・かわさき」をはじめとして、これまで市民とともに積み上げてきた市内の文化・
芸術資源が成長しており、川崎という都市ブランドの強化・発信を図ることができる。

ミューザ川崎シンフォニーホール

音楽のまち・かわさき

映像のまち・かわさき

世界３大ｼﾞｬｽﾞﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの１つである
ﾓﾝﾄﾙｰ・ｼﾞｬｽﾞ・ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの川崎版が、平成
25年11月に川崎で第３回目を開催

日本映画大学

平成23年4月、新百合ケ丘に開学。前身の日本映画学
校は、映画「悪人｣の李相日監督、「十三人の刺客」の三
池崇史監督など、卒業生多数

多摩川に沿って細長い地形の川崎は様々な顔を持ち、都
心にも近いことから、ロケ地として映画「宇宙兄弟」「相棒
シリーズ X DAY」、ＴＶドラマ「PRICELESS」「シェアハウス
の恋人｣など多くの作品に登場

ロケ地の撮影風景

平成25年４月リニューアルオープン

芸術のまち かわさき

川崎・しんゆり芸術祭
（アルテリッカしんゆり）

平成21年に第1回開催以
降、
新百合ケ丘地区を中心に、
ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｳｨｰｸの芸術のイベ
ントとして定着

平成19年10月に新百合ケ丘
に芸術活動の拠点として開
館。平成24年に５周年を迎え
た。

アートセンター

映像に関わる人材育成と映像を通じた教育

・市内小学校での映像制作の取組

・こども映像シンポジウムの開催 など

全国の音楽学部在校生の約２割が市内音楽大学の在校生
（平成25年度学校基本調査より）

昭和音楽大学 洗足学園音楽大学

小学校での映画制作活動

テアトロ・ジーリオ・ショウワでの公演

洗足学園前田ホール ワークショップ
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4.市の魅力と地域資源⑧

文化資源やスポーツ資源の活用(2)

新しい文化施設や、川崎フロンターレなどのスポーツ資源も豊富に存在する。

藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム

かわさき宙と緑の科学館

マスコットキャラクター
「かわさきぷりん」ちゃん 「メガスターⅢフュージョン」

東海道かわさき宿交流館

公認キャラクター
飛脚の「六さん」

かわさきスポーツパートナー

〈男子バスケットボール〉

東芝ブレイブサンダース

〈野 球〉

東芝ブレイブアレウス

〈女子バスケットボール〉

富士通レッドウェーブ
〈女子バレーボール〉

ＮＥＣレッドロケッツ

〈アメリカンフットボール〉

富士通フロンティアーズ

〈ビーチバレー〉

ＪＢＶツアー２０１２
ビーチバレー川崎市長杯
2012年10月５日（金）～10月7日（日）開催

Ｘリーグファーストステージ
〈アメリカンフットボール〉

等々力陸上競技場特別開催
２０１２年１０月２２日（月）

〈サッカー･Ｊ１リーグ〉
川崎フロンターレ
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4.市の魅力と地域資源⑨

市内に立地する大学との連携・交流

地域課題の解決を進めるためには様々な主体との連携が必要であるが、本市にはさまざ
まな大学が立地していることから、その特色を活かした連携・交流できる環境にある。

聖マリアンナ医科大学

●ライフサイエンス分野
での地域連携

・川崎市立多摩病院の運
営・管理 など

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

昭和音楽大学

●音楽での地域との連携
・小学校との交流コンサート
等の開催 など

田園調布学園
大学

●福祉分野での
地域との連携

・地域の子どもたち
と連携したキャリア
教育 など

明治大学

●理工学・農業分野等での
地域産業との連携

・平成24年4月 麻生区黒川に農学
部新農場オープン など

専修大学

●社会科学分野での地域産業や
地域コミュニティとの連携

・平成23年度～25年度 KS（川崎・専修）
ソーシャル・ビジネス・アカデミー開講 な
ど

洗足学園音楽
大学

●音楽での地域
との連携

・小中学校への音
楽会、こども文化セ
ンター演奏会 など

日本医科大学

●福祉分野での連携

慶應義塾大学

●先端技術分野での地域
産業との連携・市民との
交流
・先端的な産官学共同研
究により、産学地域連携を
進め、新産業の創出に貢
献 など

川崎市立看護短期大学

本市では、市内大学と次のような
連携事業を実施

・産学官連携による産業振興や先端
科学技術の研究開発
・公開講座や地域への大学開放
・インターシップ受入
・地域課題の解決に向けた共同事業 など

本市では、市内大学と次のような
連携事業を実施

・産学官連携による産業振興や先端
科学技術の研究開発
・公開講座や地域への大学開放
・インターシップ受入
・地域課題の解決に向けた共同事業 など

日本映画大学

●映画の4年制
単科大学としては
全国初

日本女子大学

●教育分野での連携
・学校教育ボランティアによる学校
サポート事業 など
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市の魅力と地域資源の要点

成長が期待される医療・環境・福祉の分野における産業振興に係る取組を推
進する。

・ライフイノベーションの推進

・グリーンイノベーションの推進

・ウェルフェアイノベーションの推進

これまで市民とともに積み上げてきた市内の文化・芸術・スポーツ資源の
積極的な活用を図る。

今後、地域課題の解決を進めるためには、行政だけの取組では不十分で
あり、市内のさまざまな主体との連携・交流を推進する必要がある。
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全体の要点

財政状況

人口

市の魅力
地域資源

人口移動
と世帯

成長が期待される医療・環境・福祉分野における産業振興を推進する。

市内の文化・芸術・スポーツ資源の積極的な活用を図る。

今後、地域課題の解決を進めるためには、市内のさまざまな主体との
連携・交流を推進する必要がある。

政令指定都市の中でも転出入率ともに高く、流動性が高く、20歳代の移
動が特に多いが、以前に比べて市民の定住意向は着実に高まっている。

単身世帯は全世帯の４割を超えているが、大都市の中では高齢夫婦世
帯は最も低く、高齢単身世帯も仙台市に次いで低い水準である。

扶助費が増加し、財政の柔軟性が急激に低下している。

増大・多様化する行政需要への対応のため、既存の事務事業全般にわ
たる見直しを進めていく必要がある。

資産保有の最適化などの適切な資産マネジメントが必要である。

本市の人口は、全国で見れば人口減少社会に転換するなかでも増加を
続けており、平成26年9月1日現在で146万人を突破した。

全市人口は2030年の152.2万人でピークを迎えその後減少に転ずる。

区ごとに人口のピーク時期が異なり、中原区など2035年まで人口増加の
傾向が続く区がある一方、多摩区は2015年に人口減少が始まる。
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